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(57)【要約】
【課題】従来の義足足部を踵の種々の高さに自動的に適
合して、立脚時の良好な安定性を保証するためである。
【解決手段】関節接続部は、基礎足部分（１，１´）に
対する接続部分（３，３´）の角度位置を、基礎足部分
（１，１´）に対する前足部分（１２，１２´）の角度
位置へ比例して伝動する。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下腿部分（５）のための接続部分（３，３´）と、足継手（２）により前記接続部分（
３，３´）と回転自在に結合されており、前記足継手（２）の後方で踵部分（８）に延び
ておりかつ前記足継手（２）の前方で中央足部分（１１、１１´）に延びている基礎足部
分（１，１´）と、前記中央足部分（１１、１１´）と回転自在に結合されている前足部
分（１２，１２´）とを具備する義足足部において、
　前記基礎足部分（１，１´）に対する前記接続部分（３，３´）の角度位置を、前記基
礎足部分（１，１´）に対する前足部分（１２，１２´）の角度位置へ比例して伝動する
関節接続部を有することを特徴とする義足足部。
【請求項２】
　前記関節接続部は、四関節リンク機構として形成されていることを特徴とする請求項１
に記載の義足足部。
【請求項３】
　前記関節接続部は、前記中央足部分（１１、１１´）と、前記前足部分（１２，１２´
）および前記接続部分（３，３´）と関節式に結合されている連接棒（１６，１６´）と
によって形成されていることを特徴とする請求項１または２に記載の義足足部。
【請求項４】
　前記中央足部分（１１、１１´）と前記連接棒（１６，１６´）とは、互いにほぼ平行
に設けられていることを特徴とする請求項３に記載の義足足部。
【請求項５】
　前記接続部分（３，３´）は、前記足継手（２）を越えて下方に延びている延長部（１
７，１７´）を有し、この延長部には、前記連接棒（１６，１６´，１６´´）の両端の
うちの一端が回転自在に取着されていることを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１
に記載の義足足部。
【請求項６】
　少なくとも１つの関節式の接続部が、前記関節接続部の結合部材の柔軟な部分（１３´
）によって形成されていることを特徴とする請求項１ないし５のいずれか１に記載の義足
足部。
【請求項７】
　前記基礎足部分（１）と前記接続部分（３）の間に設けられた調整部材（２２）を有し
、この調整部材の調整は、負荷が数秒間続くときにのみ、作用することを特徴とする請求
項１ないし６のいずれか１に記載の義足足部。
【請求項８】
　前記調整部材（２２）は、液圧シリンダによって形成されていることを特徴とする請求
項７に記載の義足足部。
【請求項９】
　圧液が、前記液圧シリンダ（２２）のピストン（２４）の一方の側から他方の側へ流れ
て回路ライン（２５）には、所定の流速を越える際に前記回路ライン（２５）を遮断する
弁装置（２６）が挿入されていることを特徴とする請求項８に記載の義足足部。
【請求項１０】
　前記調整部材（２２）は、瞬間的な負荷によって変形可能な弾性部材と結合されている
ことを特徴とする請求項７ないし９のいずれか１に記載の義足足部。
【請求項１１】
　前記関節接続部の少なくとも１つの結合部材（１６´）は、長手方向に弾性的に変形可
能に形成されていることを特徴とする請求項１ないし１０のいずれか１に記載の義足足部
。
【請求項１２】
　前記関節接続部の前記結合部材（１６´）は、主に引張り負荷に晒されていることを特
徴とする請求項１１に記載の義足足部。
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【請求項１３】
　前記関節接続部の少なくとも１つの結合部材（１６´´）は、長さが調節可能に形成さ
れていることを請求項１ないし１２のいずれか１に記載の義足足部。
【請求項１４】
　長さが調節可能な結合部材（１６´）の長さの調節は、歩行状態または立脚状態の複数
のパラメータを検出する少なくとも１つのセンサによって制御可能であることを特徴とす
る請求項１３に記載の義足足部。
【請求項１５】
　前記長さの調節は、液圧シリンダによって実行されることを特徴とする請求項１３また
は１４に記載の義足足部。
【請求項１６】
　前記前足部分（１２）と前記基礎足部分（１，１´）との間の弾性部材（３１）を有す
ることを特徴とする請求項１ないし１５のいずれか１に記載の義足足部。
【請求項１７】
　前記前足部分（１２）と前記基礎足部分（１，１´）との間のばねとダンバとの組合せ
を有することを特徴とする請求項１６に記載の義足足部。
【請求項１８】
　前記前足部分（１２、１２´）における複数の継手（１３，１３´，１５）の間の間隔
が、前記接続部分（３，３´）における複数の継手（２，１８）の間の間隔よりも狭いこ
とを特徴とする請求項１ないし１７のいずれか１に記載の義足足部。
【請求項１９】
　前記接続部分（３，３´）の延長部（１７，１７´）は、前記接続部分（３，３´）に
弾性的に取着されていることを特徴とする請求項５ないし１８のいずれか１に記載の義足
足部。
【請求項２０】
　前記足継手（２）は、前記接続部分（３，３´）と前記下腿部分（５）との間の結合点
の前方に結合点と間隔をあけて設けられていることを特徴とする請求項１ないし１９のい
ずれか１に記載の義足足部。
【請求項２１】
　前記基礎足部分（１）の前記踵部分（８）は、底部領域（１４）から始まって、前記接
続部分（３）の方へ上りになって形成されており、前記基礎足部分は、ほぼ真っ直ぐな中
央足部分（１１）を有し、軸方向長さに関して中央で前記足継手（２）と結合されている
ことを特徴とする請求項１ないし２０のいずれか１に記載の義足足部。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下腿部分のための接続部分と、足継手を介して接続部分と回転自在に結合さ
れており、足継手の後方で踵部分に延びておりかつ足継手の前方で中央足部分に延びてい
る基礎足部分と、中央足部分と回転自在に結合されている前足部分とを具備する義足足部
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このタイプの義足足部は、US 5,913,902から公知である。ここでは、足継手は、接続部
分のアダプタ延長部によって保持される、下腿義足の管状の下腿部分の、その軸線上にあ
る。足継手および前足部分と基礎足部分との間の継手は、互いに独立的に回転自在であり
、回転自在性は、各々の継手部分の間に挿入された圧縮ばねによって、弾性的に抑制され
ている。この機能構造は、踵の複数の高さを有する義足足部の使用を可能にする。何故な
らば、足部が、基礎足部分に対する前足部分および接続部分の種々の角度に、調整される
からである。しかしながら、ここでは、安定的な構造は、踵の高さに応じて変化する。そ
れ故に、踵の高さに従って、種々雑多な歩行ダイナミクスが生じる。
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【０００３】
　DE 100 10 302 A1は、可動な足継手および同様に可動な前足部分を有する義足足部を開
示する。開示された足部構造体の課題は、踵から爪先までの体重移動の過程中に、膝関節
従ってまた股関節の沈下を大幅に防止することである。これを達成するために、足と下腿
の間の、すなわち、基礎足部分と接続部分の間の平面屈曲が追い求められる。この目的の
ために、接続棒が前足部分と基礎足部の間に取着されており、基礎足部での取着は長孔に
よってなされる。接続棒の一端は接続部分の領域に突入し、前足部分の屈曲の故に、接続
部分と基礎足部の間の角度を制限する。角度の制限によって、膝の従ってまた股の更なる
沈下が防止される。足部の、踵の種々の高さへの適合は、前記構造によっては意図されず
、不可能でもある。
【０００４】
　踵の種々の高さへの適合を行なうために、患者が義足足部を矢状面で調整してなる補装
具は、知られている。この場合、悪い調整は、排除され得ない。前足部分が靴の形状に適
合することができるように、前足部分は柔軟に作られている。しかし、このことによって
、立脚相の終りでの前足領域における負荷の十分な吸収が妨げられる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　明細書の最初の部分に記載されたタイプの義足足部を、この義足足部が踵の種々の高さ
に自動的に適合することができ、この場合、立脚時の良好な安定性を保証するように、形
成することが、本発明の基礎になっている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　明細書の最初の部分に記載されたタイプの義足足部において、上記課題は、基礎足部分
に対する接続部分の角度位置を、基礎足部分に対する前足部分の角度位置へ比例して伝動
する関節接続部を有することによって解決される。
【０００７】
　従って、本発明に係わる足部は、基礎足部分に対する角度位置に関する、接続部分と前
足部分の間の強制結合を提案する。この強制結合に従って、接続部分の、後方への角度位
置の変更は、前足部分の比例的な持ち上げをもたらす。義足足部は、踵のない位置（「裸
足の位置」）から、高い踵を有する靴に挿入されるとき、基礎足部分に対する下腿の（従
ってまた接続部分の）位置が、後方への角度の調整のために変化する。従って、前足部分
は、前足部分が着床面（靴の前方底部）に平行に位置しているまでに、持ち上げられる。
従って、前足部分が立脚面にしっかり載っており、従って、踵が高くても、確かな立脚の
ための必要な負荷を吸収するように、前足部分を柔軟に作ることは不要である。
【０００８】
　この場合、関節接続部は多関節リンク機構であり、特に四関節リンク機構であってもよ
い。
【０００９】
　関節接続部が、中央足部分によって、および、前足部分および接続部分と関節式に結合
されている連接棒によって形成されていることは好ましい。これらの部材は、四関節リン
ク機構または多関節リンク機構に設けられている。中央足部分および連接棒は互いにほぼ
平行に位置していることが可能である。
【００１０】
　本発明の好ましい実施の形態では、接続部分は、足継手を越えて下方に延びている延長
部を有し、この延長部には、連接棒の両端の一端が回転自在に取着されている。
【００１１】
　本発明に係わる関節接続部は、回転継手によって、しかしまたヒンジ機能を持つ材料か
らなるヒンジ（Materialscharniere）によって形成されていてもよい。かようなヒンジは
、関節接続部の結合部分の柔軟な部分によって形成されている。
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【００１２】
　本発明に係わる義足足部の機能は、基礎足部が、ほぼ中央で踵と母指球の領域の間に取
り付けられているシーソーとして形成されていることに基づいている。従って、義足足部
は、荷重線を常にシーソーの支持点を通って延びるようにする構造を発生させる。このこ
とは、自然の足の状況に対応する。接続部分および前足部分の間の結合により、前足部分
は、常に、床（または地面）にほぼ平行に延びている。このことは、この領域における底
部の一定の厚さを有する靴のデザインに対応する。このことは必要である。何故ならば、
他の場合には、足部は靴の先端に押されるだろうからである。
【００１３】
　本発明に係わる足部が、硬い部材によってしか構成されないときは、この足部は、中間
の立脚相において、自然の足による立脚時の感じに対応しない、前足部分の抵抗を、非常
に即座に発生する。立脚時の自然な感じに適合するために、関節接続部の少なくとも１つ
の結合部材を長手方向に弾性的に変形可能に形成することは好ましい。このことは、関節
接続部において主に引張り負荷に晒されている結合部材にとって特に適切である。この場
合、結合部材が、湾曲した板ばねとして形成されていてもよい。この板ばねは、応力にま
ず柔軟に反応し、次に徐々に剛性を増大させる。
【００１４】
　歩行ダイナミクスに関して、他の可能な改善策も生じる。歩行過程の踵接床時には、シ
ーソーとして形成された本発明に係わる基礎足部分が前方へ傾く。このことによって、接
続部分は比較的後方に傾けられ、従ってまた前足部分は上方へ引っ張られる。この作用を
防止しようとするときは、歩行中の踵接床時における基礎足部分の踵部分への瞬間的な強
い負荷と、踵の高さの適応のためのより長い時間の負荷とを区別する必要がある。このこ
とを行なうことができるのは、基礎足部分と接続部分の間の角度のための調整部材が設け
られ、負荷が数秒間続くときにはじめて、この調整部材が作用することによってである。
このタイプの調整部材は液圧シリンダであってもよい。歩行中の踵接床時にクッション作
用を達成するために、この液圧シリンダを、（踵接床時の）瞬間的な負荷によって変形可
能な弾性部材と結合することは好ましい。
【００１５】
　流速が突然速まるとき、流路（Umstroemungsweg）における圧液の流れを遮断する弁装
置が、液圧シリンダの流路に挿入されていることによって、（踵接床時の）瞬間的な負荷
と、踵の高さの、より長い時間の適合との区別を行なうことは好ましい。これに対し、緩
慢な適合の際には、弁装置は回路を遮断しない。それ故に、圧液は流れることができて、
液圧シリンダによって形成された調整部材を変化させる。
【００１６】
　歩行過程中に、足部は、通常、踵から触れ、前足部分の領域に及び、爪先から離床する
。この場合、下腿（接続部分）は、基礎足部に対し前方へ傾けられる。それ故に、本発明
に係わるカップリングによって、前足部分の押し下げが生じ、従って、前足部分は下方へ
「地面を引っかいて掘る」。このことは、角度位置に関して減じられた伝動係数を引き起
こす関節接続部を構成することによって、軽減される。しかしながら、このことによって
、踵の種々の高さへの適合も損なわれる。
【００１７】
　従って、関節接続部の少なくとも１つの結合部材が、長さが調節可能に可能に形成され
ており、長さの調節は、歩行状態または立脚状態の複数のパラメータを検出する少なくと
も１つのセンサによって制御可能である。長さの調節は液圧シリンダによって実行されて
いてよい。
【００１８】
　いずれにせよ、前足部分と基礎足部分との間に、特に接続部分の、特に連接棒の長さの
調節を可能にする弾性部材を設けることは適切である。
【００１９】
　連接棒の弾性的なデザインは、連接棒が関節結合されている相手方である、接続部分の
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延長部の、その弾性的なデザインによって代用されることができる。この場合、延長部自
体は、弾性材料から形成されており、あるいは、接続部分の残りのボディと弾性的に旋回
可能に結合されていることができる。
【００２０】
　足継手が、接続部分の、下腿部分を保持するアダプタ延長部の、その前方に間隔をあけ
て設けられていることは、本発明にとって、特に適切である。このことによって、良好な
立脚安定性が達成され、足部の制御のために必要なトルクが供給される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、図面に示した実施の形態を参照して、本発明を詳述する。本発明に係わる足部の
第１の実施の形態は、図１ないし５に、原理的な構成で示されている。足部の機能的な構
成は、回転継手として形成されている足継手２によって接続部分３と結合されている基礎
足部分１を有する。接続部分３は、逆の切頭錐体の形態のアダプタ延長部４を有する。ア
ダプタ延長部は、下腿義足の管状の下腿部分５を調整可能に保持するために用いられる。
従って、アダプタ延長部４は、義足足部の装飾的なカバー７の上方の端面６から突出して
いる。この義足足部は、端面６までの義足足部の複数の機能部品を取り囲む。
【００２２】
　基礎足部分１は、足継手２の後方で、踵部分８を形成する。この踵部分は、接続部分３
から斜め後ろ下方に延びておりかつ装飾的なカバー７の底９に近い踵着床面１０で終わっ
ている。基礎足部分１のほぼ真っ直ぐな中央足部分１１は、足継手２から前方へ延びてい
る。中央足部分の前端には、爪先領域である前足部分１２が回転継手１３に関節結合され
ている。前足部分１２は、ほぼ三角形のくさび部分を形成する。くさび部分の下面１４は
、前足部分１２の領域で、装飾用のカバー７の足底９に平行に延びている。回転継手１３
は、三角形の前足部分１２の上方先端にある。三角形の前足部分１２の下方領域には、他
の回転継手１５がある。この回転継手を介して、前足部分１２は、連接棒１６によって、
接続部分３に結合されている。この目的のために、接続部分３は、下方に突出する硬い延
長部１７を有する。この延長部には、連接棒１６を取着するための回転継手１８がある。
従って、接続部分３は、Ｌ字形に、端面６にほぼ平行に位置している水平方向の分枝と、
この分枝にほぼ直角に下方に突出しておりかつ延長部１７の形態をなす分岐とによって形
成されている。
【００２３】
　回転継手２，１３，１５，１８の複数の軸は、互いに平行におよび足部の矢状面に垂直
方向に、従って患者の前面に平行に位置している。図示した第１の実施の形態では、一方
では回転継手１３，１５と、他方では回転継手２，１８との間の間隔はほぼ同じである。
それ故に、中央足部分１１および連接棒１６は、（一方では回転継手２，１３と、他方で
は回転継手１５，１８との間の接続線に関しても）、互いにほぼ平行に整列されている。
従って、図示した実施の形態では、接続部分３と前足部分１２との間の関節接続部（Gele
nkverbindung）は、平行四辺形リンク機構に対応する。
【００２４】
　図１では、図示した義足足部は、裸足の位置で、すなわち、靴の踵のない状態で示され
ている。この図に比較して、図２は、図１に示す足部を、高い踵２０を有する靴１９の着
用の状態で示す。それ故に、接続部分３従ってまた下腿部分５は、基礎足部分１に対し後
方に傾いている。このことによって、前足部分１２は、複数の継手２，１３，１５，１８
を有する関節接続部を介して、基礎足部分１に対し上方へ旋回される。靴１９を着用した
基礎足部分１は、高い踵２０の故に、斜め前方下方に向けられているので、前足部分１２
の、上方への旋回は、前足部分１２の下面１４が靴１９の底２１に平行に延びているよう
に、調整される。従って、図示した関節接続部は、回転継手２，１３，１５，１８からな
る関節接続部による前足部分１２の旋回によって、足部の、踵２０の高さへの自動的な適
合をもたらす。
【００２５】
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　図３および４は、本発明に係わる足部によって吸収された力を示す。重力は足継手２に
直接導入される。足継手２は、アダプタ取付部４従ってまた下腿義足５の前方に間隔をあ
けて位置決めされている。このことによって、足継手２は、ほぼ中央で、足継手２にシー
ソーとして関節結合された基礎足部分１に係合する。床（または地面）反力は、踵着床面
１０の領域でおよび母指球の領域で、すなわち、ほぼ、前足部分１２の回転継手１３，１
５の高さで導入される。それ故に、床（または地面）反力が、ほぼ対称的に、導入された
重力の両側にあるのは、安定的な立脚が釣り合って実行される場合である。
【００２６】
　図４に示すように、重量の前方への移動がなされるとき、トルクが、下腿部分５従って
また接続部分３において、図４で湾曲状に示した矢印の方向に生じる。このことによって
、連接棒１６には、引張力が後方に加えられる。このことによって、前足部分１２の前方
先端が下方へ押圧される。従って、先端は、図４で前足部分１２の先端の領域で追加の矢
印によって示されるように、追加の床（または地面）反力を吸収ことが可能である。踵着
床面１０に作用する床（または地面）反力は、この場合、重量の前方への移動によって減
少した。
【００２７】
　図５は、歩行中の踵接床期にある、図１に示す足部を示す。この場合、下腿部分５従っ
てまた接続部分３は、基礎足部分１に対し後方へ傾けられている。それ故に、前足部分１
２は解剖学的に正確に幾らか上方に旋回されている。足部が踵の領域で接地（接床）され
るとき、基礎足部分１を形成するシーソーは、足継手２を中心として、中央足部分１１と
共に突然下方へ旋回される。それ故に、基礎足部分１に対する下腿部分５の、後方へ旋回
された角度は更に拡大される。このことによって、前足部分１２は極端に上方に旋回され
る。
【００２８】
　従って、図６に示すように、基礎足部分１の踵部分８と、接続部分３との間に、例えば
液圧ダンバの形態のダンバが挿入されていることによって、踵接床期の基礎足部分１の旋
回を抑えることが適切であり得る。弾性的なダンバは、中央足部分１１が踵接床期に緩和
なしに降下することを防止する。
【００２９】
　図７は、ダンバ２２の好ましい作用方法を示す。このダンバはシリンダ室２３とピスト
ン２４とからなる。踵部分８と接続部分３との間の相対運動は、回路ライン２５を介して
抑えられる。この回路ラインを通って、圧液がピストン２４の一方の側から他方の側へ流
れねばならない。弁装置２６が回路ライン２５に挿入されていることは好ましい。この弁
装置は、略示のように、複数のばね２７によって保持されている遮断ボール２８からなる
。踵２０の種々の高さに適合するためのいわば安定的な状態で生じる、圧液の流速が、回
路ライン２５内で低いとき、間隔の必要な補償は、緩和された形態の圧液によってなされ
る。
【００３０】
　歩行過程中の踵接床期に生じる瞬間的な負荷ピークの際に、ボール２８が、高い流速に
よって、遮断用弁座２９へ押圧されて、圧液用の流路を遮断する。この場合、踵接床は、
踵部分８と接続部分３との間の、液圧シリンダ２２によって引き起こされた間隔の調整の
、その変化をもたらさない。
【００３１】
　弾性的な踵接床を可能にするために、弾性部材、例えばばねをダンバ２２に直列に連結
することが適切である。
【００３２】
　図８および９に示された実施の形態は、回転継手２，１３，１５，１８の同一の装置を
有する。但し、回転継手１５と１８の間の連接棒１６´が、湾曲した板ばねによって形成
されている点が異なっている。図８は釣り合った状態の立脚期の負荷を示す。重量の前方
への移動の際に、図１に示す硬い連接棒１６ならば、前足への即座の強い負荷を引き起こ
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すだろう。このような負荷は立脚期の自然な感じに対応しないだろう。これに対し、連接
棒１６´は、図９に示すように重量が前方へ移動する際に、弾性によって幾らか長くなり
、連接棒１６´へ更に引張力が加わると、前足に対する徐々に増大する反力を引き起こす
。患者の立脚期の最中の一定の「揺れ」は、かくて、徐々に増大する弾性的な反力によっ
て安定化される。このことは立脚期の自然な感じに対応する。
【００３３】
　図１０は、連接棒１６´´が液圧シリンダ３０によって長さが調節可能に形成されてな
る義足足部の実施の形態を示す。図７の液圧シリンダ２２のように、液圧シリンダ３０は
、ここでは、瞬間的な負荷の際に、基礎足部分１に対する接続部分３の角度位置の、基礎
足部分１に対する前足部分１２の角度位置への伝動の、その緩和を遅らせることができる
。液圧シリンダ３０の長さの変更によって、ここでは、接続部分３と前足部分１２との間
の平行四辺形リンク機構の伝動比を、以下のように、すなわち、基礎足部分１に対する接
続部分３の角度位置が、歩行の際の踵から爪先までの体重移動の過程（Abrollvorgang）
中に前方へ傾いているときに、足部部分１２の、下方への過剰な押圧が、防止されるよう
に、変えることができる。角度位置の直接的な伝動は、踵から前足部分１２を経て爪先ま
での体重移動の過程中に、前足部分１２の爪先領域が「引っかいて地面を掘ること」をも
たらすだろう。液圧シリンダ３０の長さの変化に基づいてなされた、接続部分３と足部部
分１２との間の伝動比の変化によって、この穴掘り作用を防止することができる。前足部
分１２と、基礎足部分１の中央足部分１１との間には、前足部材の好適な位置を規定する
ばね３１が設けられている。ばね３１を、直列に設けられたばねとダンバの組合せによっ
て代替することができることは好都合である。
【００３４】
　図１１は、図１０に示す実施の形態と同一の作用を有するが、構造的な変更を示す実施
の形態を示す。かくして、基礎足部分１´は、踵領域８からほんの僅かに上方に湾曲した
状態で延びて、中央足部分１１´へ入り込んでいる。中央足部分１１´は、回転継手１３
を越えて突出している延長部３２を有する。この延長部は、前足部分１２に作用するばね
３１、またはばねとダンバの組合せを担持する。
【００３５】
　接続部分３´は、同様に、ほぼＬ字形に形成されているが、下方に延びる延長部１７´
が、今や、後端に設けられている。このことによって、回転継手１８が踵領域の方向に後
方移動する。このことによって、液圧ダンバ３０を有する連接棒１６´´にとって、より
長い道程が得られる。
【００３６】
　基礎足部分１´は、基礎足部分１´の、上方に延びている延長部３３によって、足継手
２に関節結合される。
【００３７】
　図１２に示した実施の形態は、ほぼ、図１に示す実施の形態に対応する。但し、回転継
手１３が省略されており、中央足部分１１´の柔軟な部分１３´によって代替されている
。中央足部分は、かくて、材料のテーパによって形成された柔軟な部分１３´を通って、
前足部分１２´に移行する。当然ながら、継手１３´を有する実施の形態は、他の複数の
図面に示した変更の実施の形態と、例えば、柔軟な連接棒１６´または長さが調節可能な
連接棒１６´´と結合させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】第１の実施の形態に基づく、裸足の位置で示された義足足部の、その原理構成を
示す。
【図２】高い踵を有する靴を履いた、図１に示す足部の、その原理図を示す。
【図３】足継手の位置を明確にする、図１に示す図を示す。
【図４】立脚時に前方へ移動した負荷に関する、図３に示す図を示す。
【図５】図１に示す足部の、歩行中の踵接床期の図を示す。



(9) JP 2008-504081 A 2008.2.14

10

【図６】図１に示す足部の変更の実施の形態の、第２の実施の形態に対応する原理図を示
す。
【図７】ダンバの可能な作用方法の略図を示す。
【図８】弾性的な連接棒を有する、休止状態にある、本発明に係わる足部の第３の実施の
形態を示す。
【図９】踵から前足部分を経て爪先までの体重移動に関する、図８に示す図を示す。
【図１０】長さが調節可能な連接棒を有する、本発明に係わる足部の第４の実施の形態を
示す。
【図１１】図１０に示す実施の形態に対する構造的な変更の実施の形態としての第５の実
施の形態を示す。
【図１２】ヒンジジョイントのような継手を有する関節接続部を具備する第６の実施の形
態を示す。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【手続補正書】
【提出日】平成19年9月7日(2007.9.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００２】
　このタイプの義足足部は、特許文献１から公知である。ここでは、足継手は、接続部分
のアダプタ延長部によって保持される、下腿義足の管状の下腿部分の、その軸線上にある
。足継手および前足部分と基礎足部分との間の継手は、互いに独立的に回転自在であり、
回転自在性は、各々の継手部分の間に挿入された圧縮ばねによって、弾性的に抑制されて
いる。この機能構造は、踵の複数の高さを有する義足足部の使用を可能にする。何故なら
ば、足部が、基礎足部分に対する前足部分および接続部分の種々の角度に、調整されるか
らである。しかしながら、ここでは、安定的な構造は、踵の高さに応じて変化する。それ
故に、踵の高さに従って、種々雑多な歩行ダイナミクスが生じる。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００３】
　特許文献２は、可動な足継手および同様に可動な前足部分を有する義足足部を開示する
。開示された足部構造体の課題は、踵から爪先までの体重移動の過程中に、膝関節従って
また股関節の沈下を大幅に防止することである。これを達成するために、足と下腿の間の
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、すなわち、基礎足部分と接続部分の間の平面屈曲が追い求められる。この目的のために
、接続棒が前足部分と基礎足部の間に取着されており、基礎足部での取着は長孔によって
なされる。接続棒の一端は接続部分の領域に突入し、前足部分の屈曲の故に、接続部分と
基礎足部の間の角度を制限する。角度の制限によって、膝の従ってまた股の更なる沈下が
防止される。足部の、踵の種々の高さへの適合は、前記構造によっては意図されず、不可
能でもある。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　踵の種々の高さへの適合を行なうために、患者が義足足部を矢状面で調整してなる補装
具は、知られている。この場合、悪い調整は、排除され得ない。前足部分が靴の形状に適
合することができるように、前足部分は柔軟に作られている。しかし、このことによって
、立脚相の終りでの前足領域における負荷の十分な吸収が妨げられる。　
　　【特許文献１】　　ＵＳ５９１３９０２Ａ
　　【特許文献２】　　ＤＥ１００１０３０２Ａ１
　　【特許文献３】　　ＦＲ５２８７９６
　　【特許文献４】　　ＵＳ２００３/００４５９４４Ａ１
　　【特許文献５】　　ＵＳ２４７５３７３Ａ
　　【特許文献６】　　ＤＥ３０９０６６Ｃ
　　【特許文献７】　　ＤＥ３０３７３５Ｃ
　　【特許文献８】　　ＤＥ３２３２３７３Ａ１
【発明の開示】 
【発明が解決しようとする課題】
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【国際調査報告】
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